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◇2019 年度実施の訪日教育旅行の実態とまとめ（中・高）＜抜粋＞◇ 

 

 この調査は、2019（平成 31/令和元）年度に実施された中学校･高等学校の訪日教育旅行の受け入れ

に関するものである。 

 なお、調査は全国の国立･公立･私立等の中学校･高等学校を対象とし、下表の調査校を抽出し 

回答を依頼した。 

設置者名 国立 公立 私立等 合計 

全国校数 85 12,921 2,103 15,109 

抽出校数 85 3,936 2,103 6,124 

回答校数 23 1,467 622 2,112 

回答率％ 27.1％ 37.3％ 29.6％ 34.5％ 

※回答率は、抽出校数に対する回答校数の割合 

 

 調査項目は次の通りである。 

 （1）来訪国･地域（2）来訪月（3）日本滞在日数 

（4）来訪生徒数 （5）来訪引率教員数（6）来訪校の宿泊市町村  

（7）来訪校の見学･交流実施市町村 （8）受け入れ対応内容（9）交流費用  

（10）交流費用の支出元 （11）学校が支出の場合の支出元（12）学校間交流の具体的内容 

（13）学校間交流における通訳の手配 （14）受け入れ要請がどこからあったか 

（15）訪日教育旅行受け入れ実施に当たっての課題や問題点 

 

 当調査の対象とした「訪日教育旅行」の定義は、以下の通りである。 

 ・主として、学校単位で引率者が引率し、訪日する団体の旅行（個人は除く） 

 ・原則として、日本の学校との学校間交流を実施 

 そのため、引率者がいない 3名以下の回答については対象外とした。 

 

 ここではその一部を抜粋して紹介する。なお詳細については｢教育旅行年報データブック 2020｣を

ご覧ください。 

 

１． 国･地域別 訪日教育旅行数 

 

国･地域別 訪日教育旅行件数（構成比）    国･地域別 訪日教育旅行人数（構成比） 
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有効回答件数計 313 件（前年度 242 件）、人数計 7,668 人（前年度 5,558 人）と、年度末に

コロナの影響を大きく受けた中で大きく前年を上回った。   

構成比の推移では、件数が多い東アジアの国・地域の中では中国の増加（一昨年 10.2％→

昨年 13.2％→本年 17.9％）が目立つ。中国では日本の文科省に当たる教育部から 2016 年に

「研学旅行」（日本での修学旅行に当たるが、全員参加制ではない）推進の通達が発信されて

以降、日本への教育旅行に一貫して増加の傾向が見られる。一方、元々多かった台湾は構成比

では微増傾向。韓国は微妙な二国間関係を反映してか減少が見られ、台湾への訪問先変更の傾

向があるとも聞く。 

中国・韓国・台湾以外のアジアをまとめた「他のアジア」では、タイ（10 件）、マレーシア

（8 件）、シンガポール（7 件）、フィリピン（5 件）など、経済成長著しいアセアン諸国が多い

が、親日国としても知られるインドネシアが昨年の 3 件から 7 件と増加しているのが注目され

る。アジア全般に言えるが、LCC 格安航空便の路線・便数の増加も増加の要因になっていると

思われる。 

 

国･地域別 月別訪日教育旅行数 

 

 

学習指導要領に規定の「特別活動」の一つに位置づけられた「旅行・集団宿泊的行事」とし

て実施される日本の修学旅行と異なり、訪日教育旅行は、学校内で日本に関心を持つ希望者を

募集したり、日本語学習者（クラス）単位で来訪したりという形態が多い。そのため、各国･地

域の学校の中･長期休みの時期や、国定の連続休日がある時期に行うことが多い。訪問国・地域

毎に学年・学期のスケジュール等も異なるため、それが訪問月の違いに反映される。中国から

は学年の終わりの時期である 7 月、台湾からは 4・5 月、10～12 月の来訪が多い。オセアニア

では 9・10 月が多い。 

今回の集計では、コロナの影響が 2 月・3 月の数字にはっきり表れている。前年度の集計では、

2 月・3 月計の件数構成比は 6.2％と、特に 3 月はさほど多い時期ではないが、国際間の往来停

止状態は 2020 年度にも続いており（執筆は 2020 年 8 月）憂慮される。 
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２． 学校訪問時の交流内容 （複数回答） 

 

 

   交流内容（複数回答）では、「セレモニー・レセプション」、「授業参加」と「文化交流」

の三つが訪問件数中 6 割以上のケースで実施されているのは例年通りで、学校交流の中心的な

内容であると言える。 

 


